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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つの熱可塑性脂肪族ポリエステルと、
　前記ポリエステルに添加剤として組み込まれた、１つ以上のアルキル、アルケニル、ア
ラルキル、又はアルカリールアニオン性界面活性剤と、
　２３℃で液体であり、ポリアルキレングリコール、多価アルコール、グリセリントリグ
リセリド、クエン酸エステル、脂肪族ジエステル、及びこれらの組み合わせからなる群か
ら選択される界面活性剤キャリアと
のブレンドを含む、持続性の親水性組成物であって、
　前記組成物が繊維又は布地の形態であり、有機及び無機充填剤を含まず、見掛けの表面
エネルギー試験によって測定したときに少なくとも７２ダイン／ｃｍの見掛けの表面エネ
ルギーを有し、２３℃で少なくとも３０日経ったときに吸水性を維持する、持続性の親水
性組成物。
【請求項２】
　前記界面活性剤が、アルキルスルフェート、アルケニルスルフェート、アルカリールス
ルフェート、アラルキルスルフェート、アルキルアルコキシル化スルフェート、アルキル
スルホネート、アルケニルスルホネート、アルカリールスルホネート、アラルキルスルホ
ネート、アルキルアルコキシル化スルホネート、アルキルホスフェート、アルケニルホス
フェート、アルカリールホスフェート、アラルキルホスフェート、アルキルアルコキシル
化ホスフェート、アルキルカルボキシレート、アルケニルカルボキシレート、アルカリー
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ルカルボキシレート、アラルキルカルボキシレート、アルキルアルコキシル化カルボキシ
レート、及びそれらの組み合わせからなる群より選択される、請求項１に記載の持続性の
親水性組成物。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
　（関連出願の相互参照）
　本出願は、２００８年６月１２日に出願された米国特許仮出願第６１／０６１，０８８
号の利益を請求するものであり、この仮出願は参考として本明細書に組み込まれる。
【０００２】
　熱可塑性ポリマーは、吹込及びキャスティングされたフィルム、押し出されたシート、
フォーム、繊維、及びこれらから製造された製品、織布及び編織物、並びに不織布繊維性
ウェブを含む、様々な製品を作るために広範に利用される。従来的に、これらの物品の多
くが、ポリオレフィンなどの石油系熱可塑性物質から製造されてきた。
【０００３】
　これらの石油系ポリマーを、再生可能な資源に由来のポリマー、すなわち、植物系材料
に由来するポリマーと置換することに対する関心が高まっている。理想的な再生可能な資
源に由来のポリマーは、「二酸化炭素中立」であり、これは植物系材料を生成する際に消
費される二酸化炭素が、製品が製造及び廃棄される際に生じる量と同じであることを意味
する。生分解性物質は、堆肥化を導く条件に曝されたとき、分解されるのに適切な特性を
有する。生分解性であると考えられる物質の例としては、脂肪族ポリエステル、例えば、
ポリ（乳酸）、ポリ（グリコール酸）、ポリ（カプロラクトン）、ラクチドとグリコリド
とのコポリマー、ポリ（コハク酸エチレン）、ポリ（コハク酸ブチレン）、ポリヒドロキ
シブチレート、及びこれらの組み合わせが挙げられる。
【０００４】
　脂肪族ポリエステルの分解は、加水分解、エステル交換、及び鎖の切断などを含む複数
のメカニズムを通して生じる可能性がある。国際公開特許第９４／０７９４１号（Ｇｒｕ
ｂｅｒら）に記載されているように、このようなポリマーの処理中の不安定性は、高温で
生じ得る。
【０００５】
　マイクロファイバーなどの脂肪族ポリエステルの処理については、米国特許番号第６，
６４５，６１８号に記載されている。米国特許番号第６，１１１，１６０号（Ｇｒｕｂｅ
ｒら）は、溶融吹込及びスパンボンドプロセスを介して不織布物品を形成するための、溶
融安定性ポリラクチドの使用を開示している。
【０００６】
　これらの製品で使用される多くの熱可塑性ポリマー、例えば、ポリヒドロキシアルカノ
エート（ＰＨＡ）は、本質的に疎水性である。すなわち、織布、編み織物、又は不織布、
例えば、スパンボンド布地として、これらは水を吸収しない。その疎水性特性が、その用
途を制限するか、又はそれから製造される成形された物品の表面を改質するためにいくら
かの労力を必要とする熱可塑性ポリマーの用途が多く存在する。例えば、ポリ乳酸は、お
むつ、女性用ケア製品、及び個人用失禁製品（米国特許番号第５，９１０，３６８号）な
どの吸収性物品の構成に利用される、不織布ウェブの製造において使用されることが報告
されている。これらの材料は、シリコーンコポリオール界面活性剤の処置後局所適用の使
用によって、親水性にされた。このような界面活性剤は熱的に安定でなく、押出生成機内
で分解してホルムアルデヒドを生じ得る。
【０００７】
　特許番号第７，６２３，３３９号は、脂肪酸モノグリセリドとエンハンサとの混合物を
用いて抗菌性及び親水性にされるポリオレフィン樹脂を開示する。
【０００８】
　親水性表面を提供するためのコーティング方法は既知であるが、またいくつかの制限も
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有する。まず、コーティングの調製に必要とされる追加工程は、費用と時間がかかる。コ
ーティングに使用される溶媒の多くは、引火性の液体であるか、又は曝露限度を有し、こ
れは特別な製造設備を必要とする。界面活性剤の量もまた、コーティング溶媒中の界面活
性剤の溶解度及びコーティングの厚さによって制限され得る。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　熱可塑性ポリマーの後処理は、少なくとも他の２つの理由のために望ましくない場合が
ある。まず、界面活性剤の塗布及び乾燥の追加の加工工程を必要とするために、これはよ
り高価になり得る。次に、ＰＨＡは、ポリエステルであり、従って加水分解する傾向があ
る。ＰＨＡポリマーの、界面活性剤塗布溶液中に存在し得る水への曝露を制限することが
望ましい。更に、濡れたウェブの、高温における後続の乾燥工程は、非常に望ましくない
。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本開示は、持続的な親水性、好ましくは生体適合性の組成物を製造するための組成物、
物品及び方法を目的とする。本発明の組成物は、溶融加工可能であってよく、種々の食品
安全、医学及び浄水用途における有用性を有する。
【００１１】
　代表的な脂肪族熱可塑性ポリエステルは、ポリ（乳酸）、ポリ（グリコール酸）、ポリ
乳酸グリコール酸共重合体、ポリヒドロキシブチレート、ポリヒドロキシバレレート、こ
れらのブレンド、及びこれらのコポリマーである。ブレンドは、芳香族ポリエステル、脂
肪族／芳香族コポリエステル、例えば、参考として本明細書に組み込まれる米国特許番号
第７，２４１，８３８号に記載のもの、セルロースエステル、セルロースエーテル、熱可
塑性デンプン、エチレンビニルアセテート、ポリビニルアルコール、エチレンビニルアル
コールなどを含む、様々な他のポリマーを使用して製造され得る。脂肪族ポリエステルで
ない熱可塑性ポリマーを含むブレンドされた組成物では、脂肪族ポリエステルは、典型的
には合計熱可塑性ポリマーの６０重量％超、好ましくは合計熱可塑性ポリマーの７０重量
％超、及び最も好ましくは熱可塑性ポリマーの約７５重量％超の濃度で存在する。
【００１２】
　本発明の物品は、上記組成物から製造される、成型ポリマー物品、ポリマーシート、ポ
リマー繊維、織布ウェブ、不織布ウェブ、多孔質膜、ポリマーフォーム、加えて、層状組
成物、例えば、熱又は接着積層体、及びこれらの組み合わせを含む。本開示の有用な物品
の例は、本発明の組成物を含むフィルム、フォーム、及び／又は織布、若しくは不織布か
ら製造される創傷接触材料、並びに外科用ドレープ、又は外科用ガウン、加えて本発明の
組成物から製造される個人用衛生物品、例えば、おむつ、女性用衛生パッドなどである。
【００１３】
　本開示の方法は、本明細書において記載される脂肪族熱可塑性ポリエステル及び界面活
性剤を提供する工程と、これらの材料を十分に混合して生体適合性の、持続性の親水性組
成物を生成する工程とを含む。
【００１４】
　１つの態様では、ポリマー組成物は、ポリマーを押出成形できるように、溶融加工可能
である。
【００１５】
　別の態様では、ポリマーは溶媒に可溶性又は分散性であり、組成物は溶媒流延、溶剤紡
糸されてフィルム、繊維、又はフォームを形成してもよい。
【００１６】
　脂肪族ポリエステル及び界面活性剤の溶融加工可能な組成物は持続性の親水性を呈する
。場合によっては、界面活性剤は界面活性剤キャリア中に、又はこれと共に溶解され得る
。界面活性剤キャリア及び／又は界面活性剤は、熱可塑性脂肪族ポリエステルのための可
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塑剤であり得る。可塑化脂肪族ポリエステルは、一般に、低溶融加工温度を有し、より可
撓性のある生産材料を得ることができる。
【００１７】
　以下の定義された用語に関して、別の定義が特許請求の範囲又は本明細書の他の箇所に
おいて示されない限り、これらの定義が適用される。
【００１８】
　「生分解性」という用語は、細菌、真菌及び藻類などの天然微生物の作用並びに／又は
加水分解、エステル交換、紫外線若しくは可視光線（光分解性）及び酵素機構への曝露な
どの天然環境因子又はこれらの組み合わせにより分解可能であることを意味する。
【００１９】
　「生体適合性」という用語は、生体組織内で、毒性、有害性又は免疫応答を発生させな
いことにより、生物学的に適合性があることを意味する。生体適合性物質はまた、生化学
的及び／又は加水分解プロセスにより分解し、生体組織に吸収され得る。用いる試験方法
としては、組成物を、皮膚、創傷、並びに、食道又は尿道のような開口部に含まれる粘膜
組織などの組織と接触させる用途のためのＡＳＴＭ　Ｆ７１９、及び組成物を組織内に注
入する用途のためのＡＳＴＭ　Ｆ７６３が挙げられる。
【００２０】
　用語「持続性の親水性」とは、典型的には繊維、又は布地の形態にある組成物が、２３
℃で少なくとも３０日、及び好ましくは２３℃で少なくとも４０日経ったときに、吸水性
を維持することを意味する。
【００２１】
　端点による数の範囲の列挙には、その範囲内に包含されるすべての数（例えば１から５
には、１、１．５、２、２．７５、３、３．８、４、及び５）が含まれる。
【００２２】
　本明細書及び添付の特許請求の範囲において使用されるとき、単数形「ａ」、「ａｎ」
及び「ｔｈｅ」は、その内容について別段の明確な指示がない限り、複数の指示対象を包
含する。したがって、例えば「化合物」を含有する組成物の言及は、二つ以上の化合物の
混合物を含む。本明細書及び添付の特許請求の範囲において使用されるとき、用語「又は
」は、その内容について別段の明確な指示がない限り、一般的に「及び／又は」を含む意
味で用いられる。
【００２３】
　特に指示がない限り、明細書及び特許請求の範囲に使用されている量又は成分、及び性
質の測定値などを表す全ての数は、全ての例において、用語「約」により修飾されている
ことを理解されたい。したがって、特に指示がない限り、先行の本明細書及び添付の特許
請求の範囲に記載の数値的パラメータは、本発明の教示を利用して当業者が得ようとする
所望の性質に応じて変化する場合がある近似値である。最低限でも、及び、特許請求の範
囲への同等物の原則の適用を限定する試行としてではなく、少なくとも各数値パラメータ
は、報告された有効数字の数を考慮して、そして通常の四捨五入方法を適用することによ
って解釈されなければならない。
【発明を実施するための形態】
【００２４】
　本発明は、ポリヒドロキシアルカノエート（例えば、ポリ乳酸）などの脂肪族ポリエス
テル熱可塑性樹脂に、安定的な持続性の親水性を付与するために、ポリエチレングリコー
ルなどの界面活性剤キャリアと任意に混合された、溶解添加剤アニオン性界面活性剤（me
lt additive anionic surfactants）の使用を開示する。本発明は、外科手術で使用され
る、親水性吸収性ポリ乳酸不織布／フィルム積層体ドレープ、加えてパーソナルケア吸収
材、例えば、女性用衛生パッド、おむつ、失禁パッドなどを製造するために特に有用であ
る。
【００２５】
　親水性の有無は、様々な方法で測定され得る。例えば、疎水性であるか、又はその親水
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性を喪失した多孔質不織布ウェブと水が接触する際、水はウェブを通じて流れず、又は望
ましくないほど緩慢に流れる。重要なことに、本発明の繊維及びウェブは安定的な親水性
（吸水性）を呈する。すなわち、これらは、ポリ／Ｔｙｖｅｋパウチなどの、清浄である
が多孔質のエンクロージャ内で、２３℃以下で３０日超、及び好ましくは４０日超エージ
ングさせた後にも親水性を維持する。
【００２６】
　本発明の好ましい材料は水で湿り、したがって７２ダイン／ｃｍ（純水の表面張力）超
の見掛けの表面エネルギーを有する。本発明の最も好ましい材料は瞬間的に水を吸収し、
５℃、２３℃、及び４５℃で１０日間エージングさせた後に、吸水性を維持する。本発明
のより好ましい材料は瞬間的に水を吸収し、５℃、２３℃、及び４５℃で２０日間エージ
ングさせた後に、吸水性を維持する。本発明の更により好ましい材料は瞬間的に水を吸収
し、５℃、２３℃、及び４５℃で３０日間エージングさせた後に、吸水性を維持する。
【００２７】
　最も好ましい組成物は、実施例に記載される方法に従って試験した際に、４５℃で１０
日間超、より好ましくは３０日間超、及び最も好ましくは４０日間超経過した後に親水性
（吸水性）を維持する。好ましい布地は、瞬間的に湿潤可能であり、吸収性であり、かつ
非常に高い初速度で水を吸収することができる。
【００２８】
　一態様では、本発明は、少なくとも１つの熱可塑性脂肪族ポリエステルポリマー、例え
ば、ポリ乳酸、ポリヒドロキシブチレートなど、及びアルキル、アルカリール、アルケニ
ル、若しくはアラルキルスルフェート；アルキル、アルカリール、アルケニル、若しくは
アラルキルスルホネート；アルキル、アルカリール、アルケニル、若しくはアラルキルカ
ルボキシレート；又は、アルキル、アルカリール、アルケニル、又はアラルキルホスフェ
ート界面活性剤の群から選択される１つ以上の界面活性剤を含む、持続性の親水性熱可塑
性組成物を提供する。組成物は、任意により、加工を補助する、及び／又は親水性特性を
向上させ得る界面活性剤キャリアを含み得る。界面活性剤及び任意の界面活性剤キャリア
のブレンドが、繊維の表面に持続性の親水性を付与するために十分な量で溶融押出繊維中
に存在する。
【００２９】
　好ましくは、界面活性剤は、使用される濃度で、押出成形温度において、キャリアに溶
解可能である。例えば、押出成形温度（例えば、１５０℃～１９０℃）まで加熱された際
に、１ｃｍの通路長さのガラスバイアル瓶中で、界面活性剤及びキャリアが視覚的に透明
な溶液を形成することから溶解度が評価され得る。好ましくは、界面活性剤は、１５０℃
においてキャリア中に溶解可能である。より好ましくは、界面活性剤は、１００℃未満に
おいてキャリアに溶解可能であり、その結果これは、より容易にポリマー溶解物中に組み
込むことができる。より好ましくは、界面活性剤は、２５℃でキャリアに溶解可能であり
、そのため溶液をポリマー溶解物中にポンプ移送する際に加熱が不要である。
【００３０】
　好ましくは、界面活性剤は、過剰にキャリアが存在しなくても（これは熱可塑性樹脂を
可塑化させ得る）界面活性剤の追加が可能であるように、キャリアに、１０重量％超、よ
り好ましくは２０重量％超、及び最も好ましくは３０重量％超、溶解可能である。典型的
には、界面活性剤は、組成物の合計重量に基づき、少なくとも０．２５重量％、好ましく
は、少なくとも０．５０重量％、より好ましくは少なくとも０．７５重量％の合計量で存
在する。高度に親水性のウェブ、又は複数回にわたる水性流体との接触に耐え得るウェブ
が所望されるいくつかの実施形態では、界面活性剤組成物が、分解性脂肪族ポリエステル
ポリマー組成物の２重量％超、３重量％超、又は更に５重量％超を構成する。いくつかの
実施形態では、界面活性剤は典型的には、分解性脂肪族ポリエステルポリマー組成物の０
．２５重量％～８重量％で存在する。
【００３１】
　界面活性剤及び任意のキャリアは、押出成形を促進し、脂肪族ポリエステルの加水分解
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を防ぐために、比較的水を含まないものであるべきである。好ましくは界面活性剤及び任
意のキャリア（単独、又は混合）は、カールフィッシャー滴定によって決定した際に、５
重量％未満の水、より好ましくは２重量％未満の水、更により好ましくは１重量％未満の
水、及び最も好ましくは０．５重量％未満の水を含む。
【００３２】
　別の態様では、本発明は持続性の親水性フィルム、並びに上記繊維から構成される持続
性の親水性布地及びウェブを提供する。本発明はまた、医療用ドレープ、創傷ドレッシン
グ、医療用ガウン、エプロン、濾材、工業用拭き取り用品、並びにパーソナルケア及びホ
ームケア用品、例えば、おむつ、顔用ティッシュ、顔用拭き取り用品、ウェットタオル、
ドライタオル、使い捨て吸収性物品、及び衣類、例えば、幼児用おむつ、又はトレーニン
グパンツ、成人用失禁製品、女性用衛生製品、例えば、生理用ナプキン、及びパンティラ
イナーなどを含む、持続性親水性布地及びウェブから製造される有用な物品を提供する。
本発明はまた、透明脂肪族ポリエステルを使用する際に有用な曇り止めフィルムを提供す
る。これらの曇り止めフィルムは保護めがねなどとして、食品包装において使用され得る
。
【００３３】
　更に別の態様では、本発明は、水性媒体不透過性裏張りシートを含む、多層水性液体吸
収性物品を提供する。例えば、重要なことに、いくつかの外科用ドレープは、トップシー
ト内に吸収されている液体がこれを通じて皮膚の表面に伝わり、そこで皮膚上に存在する
バクテリアによって汚染されることを防止するために液体不透過性である。他の実施形態
では、構造体は、例えば使い捨ておむつ、拭き取り用品若しくはタオル、生理用ナプキン
及び失禁パッドを構成するのに有用な、上記のウェブ又はその間に並置された布地から作
製された水性媒体透過性トップシート及び水性液体吸収性（すなわち、親水性）層を更に
含んでもよい。
【００３４】
　本発明の組成物は、「比較的均質」である。すなわち、組成物は、良く混合して溶融押
出成形することによって生成することができ、押出成形時に、全体の濃度が比較的均質に
なる。しかしながら、時間と共に、及び／又は熱処理により界面活性剤が移動して、ある
点、例えば繊維表面において濃度がより高くなるか、又はより低くなり得ることが認識さ
れる。
【００３５】
　別の態様では、熱可塑性フィルム形成脂肪族ポリエステルの混合、又はブレンドからの
持続性の親水性繊維を調製する方法、及び少なくとも１つの界面活性剤が提供される。ブ
レンドの溶解物が、例えば、押出成形、又は鋳造によって加工、又は成形され、繊維内に
溶解、又は分散し、繊維表面に存在してその表面を持続性の親水性にする界面活性剤を有
する繊維を生成する。いくつかの界面活性剤は感熱性を示すため、押出成形機内の加工温
度は、好ましくは約３００℃未満、より好ましくは約２５０℃未満、及び更に好ましくは
２００℃未満に維持され、界面活性剤は特定の加工技術によってもたらされるこのような
温度に曝露される。持続性の親水性は、繊維仕上げ後作業、例えば、追加的な界面活性剤
の適用を必要とせずに達成されるが、これは、繊維が押し出される際に持続性の親水性で
ある一方で、押出成形の後にウェブを加熱することが、界面活性剤で表面を被服し親水性
の向上させる助けとなり得るためである。これは熱可塑性樹脂のガラス転移温度の温度以
上で行われ、典型的には１２０℃未満、及び更に１００℃未満である。
【００３６】
　本明細書において記載される、繊維組成物への親水性の付与は、少なくとも１つの溶解
添加剤界面活性剤を使用して行われる。好適なアニオン性界面活性剤としては、アルキル
、アルケニル、アルカリール、若しくはアラルキルスルフェート、アルキル、アルケニル
、アルカリール、若しくはアラルキルスルホネート、アルキル、アルケニル、アルカリー
ル、若しくはアラルキルホスフェート、アルキル、アルケニル、アルカリール、若しくは
アラルキルカルボキシレート、又はこれらの組み合わせが挙げられる。アルキル及びアル
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ケニル基は、直鎖、又は分枝鎖であり得る。これらの界面活性剤は、当該技術分野におい
て既知であるように改質され得る。例えば、本明細書で使用する際、「アルキルカルボキ
シレート」はアルキル基及びカルボキシレート基を有する界面活性剤であるが、これはま
た、例えば、架橋部分、例えば、ポリアルキレンオキシド基を含んでもよく、例えば、イ
ソデセス－７カルボキン酸ナトリウム塩は、１０個の炭素（Ｃ１０）アルキル基、７モル
のエチレンオキシド、及び末端がカルボキシレートである分枝鎖、を有する、アルキルカ
ルボキシレートである。
【００３７】
　本発明の界面活性剤は、濃縮（マスターバッチ）組成物内の樹脂と従来的に混合するこ
とができ、これは次に、ホッパー、又は実質的に均一な混合物になるようにブレンドが達
成される限りにおいては押出成形機に沿ったいずれか別の場所で、未加工の熱可塑性ポリ
マーと混合することができる。あるいは、界面活性剤は、例えば、容積移送式ポンプ、又
は減量フィーダーを使用して、（事前混合させることなく）押出成形機中に直接加えても
よい。これは、界面活性剤がポリアルキレンオキシド、又はポリオールなどの界面活性剤
キャリア中に溶解、又は分散する場合に、最も便利に行われる。
【００３８】
　一定の種類の炭化水素、シリコーン、及びフッ素化物界面活性剤は、それぞれポリオレ
フィンに親水性を付与するために有用であるものとして記載されている。これらの界面活
性剤は典型的には熱可塑性樹脂と、２つの方法（１）局所的適用、例えば、界面活性剤を
、水溶液から、押し出された不織布ウェブ、若しくは繊維へと噴霧、若しくはパディング
、若しくはフォーミングし、続いて乾燥させること、又は（２）ウェブの押出成形の前に
界面活性剤をポリオレフィン溶解物中に組み込むことの一方により、接触する。後者の方
法が遥かに好ましいが、繊維、又はフィルムの表面を、物品を親水性にするのに十分な量
で自然に被覆する界面活性剤を見出すことは困難である。上述のように、界面活性剤の局
所的適用によって親水性にしたウェブは、多くの欠点を被る。一部のものはまた、水性媒
体との一度の接触の後に親水性が低減したことが報告されている。親水性を付与するため
の界面活性剤の局所的適用の追加的な不利益としては、界面活性剤自体による皮膚の炎症
、不均一な表面、及びバルク親水性、並びに界面活性剤の適用における追加的な加工工程
の必要性から生じる追加的な費用が挙げられる。１つ以上の界面活性剤を溶解添加剤とし
て熱可塑性ポリマーに組み込むことは、局所適用に伴う問題を緩和し、加えてこれが組み
込まれる布地、又は不織布により柔軟な「手触り」を提供し得る。上述の問題は、物品の
表面を十分な量で確実に被覆して親水性を付与し、次に表面において適切に位置し続けて
持続性の親水性を確実にする界面活性剤を見出すことである。
【００３９】
　本明細書において記載される繊維は、水との度重なる接触（水で満たされ、脱水され、
乾燥する）の後にも親水性及び吸水性を維持する。本発明の好ましい組成物は、少なくと
も１つの脂肪族ポリエステル樹脂（好ましくはポリ乳酸）、少なくとも１つのアルキルス
ルフェート、アルキレンスルフェート、又はアラルキル、若しくはアルカリールスルフェ
ート、カルボキシレート、又はホスフェート界面活性剤を、典型的には０．２５重量％～
８重量％の量で、かつ任意により１重量％～８重量％の濃度の不揮発性キャリアを含む、
比較的均質な組成物を含み、以下でより詳細に記載される。
【００４０】
　編み織物、織布及び不織布として生成される、本発明の好ましい多孔質布地構成体は、
実施例に開示される見掛けの表面エネルギー試験によって試験した際に、６０ダイン／ｃ
ｍ超、及び好ましくは７０ダイン／ｃｍ超の見掛けの表面エネルギーを有する。水で湿っ
た、本発明の好ましい多孔質布地材料はしたがって、７２ダイン／ｃｍ（純水の表面張力
）超の見掛けの表面エネルギーを有する。本発明の最も好ましい材料は瞬間的に水を吸収
し、５℃、２３℃、及び４５℃で１０日間エージングさせた後に、吸水性を維持する。「
瞬間的な」吸収とは、布地上に静かに配置された２５μＬの水滴が、布地の表面上に分離
した液滴を形成せず、細孔内に吸収されることを意味する。
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【００４１】
　本発明の好ましいフィルム構成体は、水性流体によって湿潤可能であり、米国特許番号
第５，２６８，７３３号に半角技術として記載されるＴａｎｔｅｃ接触角計器（Ｓｈａｕ
ｍｂｕｒｇ，ＩＬ）を使用して測定した際に、脱イオン水と４０°未満、好ましくは３０
°未満、及び最も好ましくは２０°未満の接触角を有する。
【００４２】
　本発明はまた、アニオン性界面活性剤及び任意に界面活性剤キャリアを含む、比較的均
質な親水性脂肪族ポリエステル組成物を、これらを溶融加工においてブレンドし、フィル
ム、繊維、又はフォームを形成することによって製造する方法を開示する。
【００４３】
　本発明はまた、アニオン性界面活性剤及び任意に界面活性剤キャリアを含む、比較的均
質な親水性脂肪族ポリエステル組成物を、これらをブレンドして濃縮物を形成し、溶融加
工において濃縮物と追加的な脂肪族ポリエステルをブレンドし、フィルム、繊維、又はフ
ォームを形成することによって製造する方法を開示する。
【００４４】
　本発明はまた、アニオン性界面活性剤及び任意に界面活性剤キャリアを含む、比較的均
質な親水性脂肪族ポリエステル組成物を、これらを溶融加工においてブレンドし、フィル
ム、繊維、又はフォームを形成し、フィルム、繊維、又はフォームを５０℃超の温度まで
後加熱することによって製造する方法を開示する。
【００４５】
　本発明はまた、アニオン性界面活性剤及び任意に界面活性剤キャリアを含む、比較的均
質な親水性脂肪族ポリエステル組成物を、これらをブレンドして濃縮物を形成し、溶融加
工において濃縮物と追加的な脂肪族ポリエステルをブレンドし、フィルム、繊維、又はフ
ォームを形成し、フィルム、繊維、又はフォームを５０℃超の温度まで後加熱することに
よって製造する方法を開示する。
【００４６】
　ポリエステル類
　本発明で有用な脂肪族ポリエステルには、ポリ（ヒドロキシアルカノエート）のホモ及
びコポリマー、並びに、１つ以上のポリオールと１つ以上のポリカルボン酸との反応生成
物から誘導されるこれらの脂肪族ポリエステルのホモ及びコポリマーが挙げられ、これら
は典型的には、１つ以上のアルカンジオールと１つ以上のアルカンジカルボン酸（又はア
シル誘導体）との反応生成物から形成される。ポリエステルは、更に、分枝鎖、星型及び
グラフトホモ及びコポリマーを形成するために、多官能性ポリオール、例えば、グリセリ
ン、ソルビトール、ペンタエリスリトール及びこれらの組み合わせから誘導してもよい。
ポリヒドロキシアルカノエートは一般的に、ヒドロキシ酸モノマー単位、又はその誘導体
から形成される。これらには例えば、ポリ乳酸、ポリヒドロキシブチレート、ポリヒドロ
キシバレレート、ポリカプロラクトンなどが挙げられる。脂肪族ポリエステルと１つ以上
の追加の半結晶質又は非晶質ポリマーとの混和性及び不混和性ブレンドを使用してもよい
。
【００４７】
　脂肪族ポリエステルの有用な１つのクラスは、ヒドロキシ酸の縮合若しくは開環重合に
よって誘導されるポリ（ヒドロキシアルカノエート）又はその誘導体である。好適なポリ
（ヒドロキシアルカノエート）は、下式により表すことができる：
　Ｈ（Ｏ－Ｒ－Ｃ（Ｏ）－）ｎＯＨ
　式中、Ｒは、所望によりカテナリー（炭素鎖内で炭素原子に結合している）酸素原子に
置換されている、１～２０個の炭素原子、好ましくは１～１２個の炭素原子を有する直鎖
又は分枝鎖であってよいアルキレン部分であり；ｎはエステルがポリマーであるような数
であり、好ましくは、脂肪族ポリエステルの分子量が少なくとも１０，０００ダルトン、
好ましくは少なくとも３０，０００ダルトン、最も好ましくは少なくとも５０，０００ダ
ルトンであるような数である。高分子量ポリマーは、一般に、溶融加工されたポリマー及
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び溶媒流延ポリマーの両方で、より良好な機械的特性を有するフィルム及び繊維を生じる
が、過剰な粘度は典型的には望ましくない。多くの実施形態において界面活性剤キャリア
及び／又は界面活性剤成分が、ポリエステル成分を可塑化し、高分子量ポリマーの溶融加
工及び溶媒流延を可能にすることは、本発明の重要な利点である。それゆえに、脂肪族ポ
リエステルの分子量は、典型的には１，０００，０００ダルトン未満、好ましくは５００
，０００ダルトン未満、最も好ましくは３００，０００ダルトン未満である。Ｒは、１つ
以上のカテナリー（すなわち、鎖内の）エーテル酸素原子を更に含んでもよい。一般に、
ヒドロキシ酸のＲ基は、ペンダントヒドロキシル基が一級又は二級ヒドロキシル基である
ようなものである。
【００４８】
　有用なポリ（ヒドロキシアルカノエート）としては、例えば、ポリ（３－ヒドロキシブ
チレート）、ポリ（４－ヒドロキシブチレート）、ポリ（３－ヒドロキシバレレート）、
ポリ（乳酸）（ポリラクチドとして知られる）、ポリ（３－ヒドロキシプロパノエート）
、ポリ（４－ヒドロペンタノエート）、ポリ（３－ヒドロキシペンタノエート）、ポリ（
３－ヒドロキシヘキサノエート）、ポリ（３－ヒドロキシヘプタノエート）、ポリ（３－
ヒドロキシオクタノエート）、ポリジオキサノン、ポリカプロラクトン、及びポリグリコ
ール酸（すなわち、ポリグリコリド）のホモポリマー及びコポリマーが挙げられる。上記
ヒドロキシ酸の２つ以上のコポリマー、例えば、ポリ（３－ヒドロキシブチレート－コ－
３－ヒドロキシバレレート）、ポリ（ラクテート－コ－ヒドロキシプロパノエート）、ポ
リ（グリコリド－コ－ｐ－ジオキサノン）及びポリ（乳酸－コ－グリコール酸）を用いて
もよい。また、ポリ（ヒドロキシアルカノエート）の２つ以上のブレンド、並びに１つ以
上の半結晶質又は非晶質ポリマー及び／又はコポリマーとのブレンドも使用することがで
きる。
【００４９】
　脂肪族ポリエステルは、ポリ（乳酸－コ－グリコール酸）のブロックコポリマーであっ
てよい。本発明の組成物で有用な脂肪族ポリエステルとしては、ホモポリマー、ランダム
コポリマー、ブロックコポリマー、星型分枝ランダムコポリマー、星型分枝ブロックコポ
リマー、樹状コポリマー、超分枝コポリマー、グラフトコポリマー及びこれらの組み合わ
せを挙げてもよい。
【００５０】
　脂肪族ポリエステル類の別の有用な分類には、１つ以上のアルカンジオール類と１つ以
上のアルカンジカルボン酸類（若しくはアシル誘導体類）との反応生成物に由来する脂肪
族ポリエステル類が包含される。かかるポリエステル類は、次の一般式を有する：
【００５１】
【化１】

【００５２】
　式中、Ｒ’及びＲ”はそれぞれ１～２０個の炭素原子、好ましくは１～１２個の炭素原
子を有する直鎖又は分枝鎖であってよいアルキレン部分であり；ｍは、エステルがポリマ
ーであるような数であり、脂肪族ポリエステルの分子量が好ましくは少なくとも１０，０
００ダルトン、好ましくは少なくとも３０，０００ダルトン、最も好ましくは少なくとも
５０，０００ダルトンであるが、１，０００，０００ダルトン未満、好ましくは５００，
０００ダルトン未満、最も好ましくは３００，０００ダルトン未満であるような数である
。ｎはそれぞれ独立して０又は１である。Ｒ’及びＲ”は、１個以上のカテナリー（すな
わち、鎖内の）エーテル酸素原子を更に含んでよい。
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【００５３】
　脂肪族ポリエステルの例としては、（ａ）以下の二塩基酸（又はその誘導体）：コハク
酸、アジピン酸、１，１２ジカルボキシドデカン、フマル酸、グルタル酸（glutartic ac
id）、ジグリコール酸、及びマレイン酸のうち１つ以上と（ｂ）以下のジオール：エチレ
ングリコール、ポリエチレングリコール、１，２－プロパンジオール、１，３－プロパン
ジオール、１，２－プロパンジオール、１，２－ブタンジオール、１，３－ブタンジオー
ル、１，４－ブタンジオール、２，３－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、５
～１２個の炭素原子を有する１，２アルカンジオール、ジエチレングリコール、３００ダ
ルトン～１０，０００ダルトン、好ましくは４００ダルトン～８，０００ダルトンの分子
量を有するポリエチレングリコール、３００ダルトン～４０００ダルトンの分子量を有す
るプロピレングリコール、エチレンオキシド、プロピレンオキシド、又はブチレンオキシ
ドから誘導されるブロック、又はランダムコポリマー、ジプロピレングリコール、及びポ
リプロピレングリコールのうち１つ以上と（ｃ）所望により、少量、つまり０．５～７．
０モル％の、グリセロール、ネオペンチルグリコール及びペンタエリスリトールのような
２個を超える官能基を有するポリオール、から誘導されるホモ及びコポリマーが挙げられ
る。
【００５４】
　このようなポリマーとしては、ポリブチレンスクシネートホモポリマー、ポリブチレン
アジペートホモポリマー、ポリブチレンアジペート－スクシネートコポリマー、ポリエチ
レンスクシネート－アジペートコポリマー、ポリエチレングリコールスクシネートホモポ
リマー、及びポリエチレンアジペートホモポリマーが挙げられる。
【００５５】
　市販の脂肪族ポリエステルには、ポリ（ラクチド）、ポリ（グリコリド）、ポリ（ラク
チド－コ－グリコリド）、ポリ（Ｌ－ラクチド－コ－トリメチレンカーボネート）、ポリ
（ジオキサノン）、ポリ（ブチレンスクシネート）及びポリ（ブチレンアジペート）が挙
げられる。
【００５６】
　有用な脂肪族ポリエステルには、半結晶質ポリ乳酸から誘導されるものが挙げられる。
ポリ（乳酸）すなわちポリラクチドは、その主要分解産物として乳酸を有しており、これ
は、一般に自然界に見られ、非毒性であり、食品、製薬、及び医療業界で広く使用されて
いる。ポリマーは、乳酸二量体であるラクチドの開環重合によって調製され得る。乳酸は
、光学的に活性であり、二量体には４種類の異なった形態：Ｌ，Ｌ－ラクチド、Ｄ，Ｄ－
ラクチド、Ｄ，Ｌ－ラクチド（メソラクチド）及びＬ，Ｌ－ラクチドとＤ，Ｄ－ラクチド
とのラセミ混合物が存在する。純粋化合物又はブレンドとしてこれらのラクチドを重合す
ることによって、異なる立体化学及び異なる物理的特性（結晶化度を含む）を有するポリ
（ラクチド）ポリマーを得ることができる。Ｌ，Ｌ又はＤ，Ｄ－ラクチドからは半結晶質
ポリ（ラクチド）が生じるが、Ｄ，Ｌ－ラクチドから誘導されるポリ（ラクチド）は非晶
質である。
【００５７】
　ポリラクチドは、好ましくは、ポリマーの固有結晶化度を最大にする高いエナンチオマ
ー比を有する。ポリ（乳酸）の結晶化度の程度は、ポリマー主鎖の規則性及び他のポリマ
ー鎖と結晶化する能力に基づく。比較的少量の１つの鏡像異性体（Ｄ－など）が反対の鏡
像異性体（Ｌ－など）と共重合する場合、ポリマー鎖は、不規則な形状となり、結晶化度
が低下する。これらの理由から、結晶化が好ましいとき、結晶化度を最大にするために、
少なくとも８５％が１つの異性体、少なくとも９０％が１つの異性体、又は少なくとも９
５％が１つの異性体であるポリ（乳酸）を有することが望ましい。
【００５８】
　Ｄ－ポリラクチドとＬ－ポリラクチドとの、およそ等モルのブレンドもまた有用である
。このブレンドは、Ｄ－ポリラクチド及びＬ－ポリラクチドのいずれもが単独で有する融
点（～１９０℃）よりも高い融点（～２１０℃）を有する独特の結晶構造を形成し、改善
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された熱的安定性を有する。Ｈ．Ｔｓｕｊｉら、Ｐｏｌｙｍｅｒ，４０（１９９９）６６
９９～６７０８を参照。
【００５９】
　また、ポリ（乳酸）と他の脂肪族ポリエステルとの、ブロックコポリマー及びランダム
コポリマーを含むコポリマーを使用してもよい。有用なコモノマーには、グリコリド、β
－プロピオラクトン、テトラメチルグリコリド、β－ブチロラクトン、γ－ブチロラクト
ン、ピバロラクトン、２－ヒドロキシ酪酸、α－ヒドロキシイソ酪酸、α－ヒドロキシ吉
草酸、α－ヒドロキシイソ吉草酸、α－ヒドロキシカプロン酸、α－ヒドロキシエチル酪
酸、α－ヒドロキシイソカプロン酸、α－ヒドロキシ－β－メチル吉草酸、α－ヒドロキ
シオクタン酸、α－ヒドロキシデカン酸、α－ヒドロキシミリスチン酸、及びα－ヒドロ
キシステアリン酸が挙げられる。
【００６０】
　また、ポリ（乳酸）と、１つ以上の他の脂肪族ポリエステル、又は１つ以上の他のポリ
マーとのブレンドを使用してもよい。有用なブレンドの例には、ポリ（乳酸）及びポリ（
ビニルアルコール）、ポリエチレングリコール／ポリスクシネート、ポリエチレンオキシ
ド、ポリカプロラクトン並びにポリグリコリドが挙げられる。
【００６１】
　ポリ（ラクチド）は、米国特許番号第６，１１１，０６０号（Ｇｒｕｂｅｒら）、同第
５，９９７，５６８号（Ｌｉｕ）、同第４，７４４，３６５号（Ｋａｐｌａｎら）、同第
５，４７５，０６３号（Ｋａｐｌａｎら）、同第６，１４３，８６３号（Ｇｒｕｂｅｒら
）、同第６，０９３，７９２号（Ｇｒｏｓｓら）、同第６，０７５，１１８号（Ｗａｎｇ
ら）、同第５，９５２，４３３号（Ｗａｎｇら）、国際公開特許第９８／２４９５１号（
Ｔｓａｉｓら）、同第００／１２６０６号（Ｔｓａｉｓら）、同第８４／０４３１１号（
Ｌｉｎ）、米国特許番号第６，１１７，９２８号（Ｈｉｌｔｕｎｅｎら）、同第５，８８
３，１９９号（ＭｃＣａｒｔｈｙら）、国際公開特許第９９／５０３４５号（Ｋｏｌｓｔ
ａｄら）、同第９９／０６４５６号（Ｗａｎｇら）、同第９４／０７９４９号（Ｇｒｕｂ
ｅｒら）、同第９６／２２３３０号（Ｒａｎｄａｌｌら）、及び同第９８／５０６１１号
（Ｒｙａｎら）に記載されているようにして調製されてよく、各開示は、参考として本明
細書に組み込まれる。Ｊ．Ｗ．Ｌｅｅｎｓｌａｇ，ｅｔ　ａｌ．，Ｊ．Ａｐｐｌ．Ｐｏｌ
ｙｍｅｒ　Ｓｃｉｅｎｃｅ，ｖｏｌ．２９（１９８４），ｐｐ　２８２９～２８４２及び
Ｈ．Ｒ．Ｋｒｉｃｈｅｌｄｏｒｆ，Ｃｈｅｍｏｓｐｈｅｒｅ，ｖｏｌ．４３，（２００１
）４９～５４もまた参照される。
【００６２】
　ポリマーの分子量は、ポリマーが溶融体又は溶媒からの流延体のように加工され得るよ
うに選択すべきである。ポリラクチドについては、例えば、分子量は、約１０，０００～
１，０００，０００ダルトンであり得、好ましくは約３０，０００～３００，０００ダル
トンである。「溶融加工可能」とは、脂肪族ポリエステルが、流体であるか、又は、物品
（例えば、フィルム）を加工するのに用いられる温度でポンプ移送することができ、若し
くは押し出すことができ、その温度で物理的特性が目的とする用途には使用できない程乏
しくなるまでは分解しない若しくはゲル化しないことを意味する。したがって、本発明に
記載される物質の多くから、押出成形、流延、及び熱加圧などによりフィルムを製造する
ことができる。それらから、スパンボンド、ブローンマイクロファイバー、及び溶融紡糸
などのような溶融加工を用いて不織布を製造することができる。特定の実施形態はまた、
射出成形することもできる。一般に、ポリマーの重量平均分子量（Ｍｗ）は、数平均分子
量（Ｍｎ）に対する粘度の対数－対数プロットにより決定するとき、絡み合い分子量を上
回る。絡み合い分子量より大きいと、プロットの勾配は約３．４であるが、より低分子量
のポリマーの勾配は１である。
【００６３】
　組成物の脂肪族ポリエステル成分は、持続性の親水性組成物の合計重量に基づき、典型
的には少なくとも６０重量％、好ましくは少なくとも７０重量％、及び最も好ましくは少
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なくとも７５重量％で含まれる。
【００６４】
　界面活性剤
　本発明の組成物は、表面の湿潤を助け、及び／又は微生物と接触して死滅させるのを補
助するために、１つ以上の界面活性剤を含む。本明細書で使用するとき、「界面活性剤」
という用語は、水の表面張力及び／又は水と不混和性液体との間の界面張力を減少させる
ことが可能な両親媒性物質（共有結合している極性及び無極性領域の両方を有する分子）
を意味する。この用語は、石鹸、洗剤、乳化剤、及び界面活性剤などを含むことを意味す
る。
【００６５】
　生分解性が重要である用途では、生分解性界面活性剤を組み込むことが望ましい場合が
あり、これは典型的に、加水分解的に又は酵素的に切断され得るエステル及び／又はアミ
ド基を含む。いくつかの好ましい実施形態では、本発明の組成物において有用な界面活性
剤は、アルキル、アルケニル、アルカリール及びアラルキルスルホネート、スルフェート
、ホスホネート、ホスフェート、並びにこれらの混合物からなる群から選択されるアニオ
ン性界面活性剤である。アルキルアルコキシル化カルボキシレート、アルキルアルコキシ
ル化スルフェート、アルキルアルコキシル化スルホネート、及びアルキルアルコキシル化
ホスフェート、並びにこれらの混合物がこれらの分類に含まれる。好ましいアルコキシレ
ートは、疎水性物質１モル当たり、０～１００モルのエチレン及びプロピレンオキシドを
有する、エチレンオキシド及び／又はプロピレンオキシドを使用して製造される。いくつ
かのより好ましい実施形態では、本発明の組成物において有用な界面活性剤は、スルホネ
ート、スルフェート、ホスフェート、カルボキシレート、及びこれらの混合物からなる群
から選択される。一態様では、界面活性剤は、（Ｃ８～Ｃ２２）アルキルスルフェート塩
（例えば、ナトリウム塩）、ジ（Ｃ８～Ｃ１３アルキル）スルホスクシネート塩、Ｃ８～
Ｃ２２アルキルサルコシネート塩、Ｃ８～Ｃ２２アルキルラクチレート塩、及びこれらの
組み合わせから選択される。様々な界面活性剤の組み合わせもまた使用され得る。
【００６６】
　本発明において有用なアニオン性界面活性剤は、以下でより詳細に記載され、以下の構
造を有する界面活性剤を含む。
【００６７】
　Ｒ－（Ｏ）ｘＳＯ３

－Ｍ＋及びＲ－ＣＯ２
－Ｍ＋

　式中、
　Ｒ＝Ｃ８～Ｃ３０のアルキル、若しくはアルキレン（分枝鎖又は直鎖）、又はＣ１２～
Ｃ３０のアラルキルであり、任意により０～１００アルキレンオキシド基、例えば、エチ
レンオキシド、プロピレンオキシド基、乳酸オリゴマー、及び／若しくはグリコール酸、
又はこれらの組み合わせと置換され得る。
【００６８】
　Ｘ＝は０又は１である。
【００６９】
　Ｍ＝アルカリ金属塩、好ましくは、Ｌｉ＋、Ｋ＋、若しくはＮａ＋、又は三級、及び四
級アミンを含むアミン塩である。
【００７０】
　例としては、Ｃ８～Ｃ１８アルカンスルホネート、Ｃ８～Ｃ１８二級アルカンスルホネ
ート、アルキルベンゼンスルホネート、例えば、ドデシルベンゼンスルホネート、Ｃ８～
Ｃ１８アルキルスルフェート、アルキルエーテルスルフェート、例えば、トリデセスナト
リウム－４スルフェート、ラウレスナトリウム４スルフェート、ラウレスナトリウム８ス
ルフェート（例えば、Ｓｔｅｐａｎ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｎｏｒｔｈｆｉｅｌｄ　ＩＬから
入手可能であるものなど）、ジオクチルスルホスクシネートとしても既知のドクサートナ
トリウム、ナトリウム塩、ラウロイルラクチレート（lauroyl lacylate）、及びステアロ
イルラクチレート（例えば、ＰＡＴＩＯＮＩＣという商標名のＲＩＴＡ　Ｃｏｒｐｏｒａ
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ｔｉｏｎ，Ｃｒｙｓｔａｌ　Ｌａｋｅ，Ｉｌなど）などが挙げられる。
【００７１】
　以下の構造を有する界面活性剤がまた有用であり得る。
【００７２】
　（Ｒ－Ｏ）２Ｐ（Ｏ）Ｏ－Ｍ＋、又はＲ－ＯＰ（Ｏ）（Ｏ－）２Ｍ＋

２

　式中の、Ｒ及びＭは上記に定義される通りである。例としては、ステアリルホスフェー
ト（Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ｐｒｏｄｕｃｔｓ，Ｉｎｃ．，Ｓｐａ
ｒｔａｎｂｕｒｇ，ＳＣからＳｉｐｐｏｓｔａｔ　００１８として入手可能）、Ｃｅｔｈ
ｅｔｈ－１０　ＰＰＧ－５ホスフェート（Ｃｒｏｄａ　ＵＳＡ，Ｅｄｉｓｏｎ　ＮＪから
入手可能なＣｒｏｄａｐｈｏｓ　ＳＧ）、ラウレス－４ホスフェート、及びジラウレス－
４ホスフェートが挙げられる。
【００７３】
　代表的なアニオン性界面活性剤としては、サルコシネート、グルタメート、アルキルス
ルフェート、アルキルエーテル硫酸ナトリウム（sodium alkyleth sulfates）又はカリウ
ム、アルキルエーテル硫酸アンモニウム、ラウレス－ｎ－硫酸アンモニウム、ラウレス－
ｎ－硫酸、イセチオネート、グリセリルエーテルスルホネート、スルホスクシネート、ア
ルキルグリセリルエーテルスルホネート、アルキルホスフェート、アラルキルホスフェー
ト、アルキルホスホネート及びアラルキルホスホネートが挙げられるが、これらに限定さ
れない。これらのアニオン性界面活性剤は、金属又は有機アンモニウム対イオンを有し得
る。いくつかの有用なアニオン性界面活性剤は、アルキルスルフェート、アルキルエーテ
ルスルフェート、アルキルスルホネート、アルキルエーテルスルホネート、アルキルベン
ゼンスルホネート、アルキルベンゼンエーテルスルフェート、アルキルスルホアセテート
、二級アルカンスルホネート、及び二級アルキルスルフェートなどのようなスルホネート
及びスルフェートからなる群から選択される。これらの多くは、下式により表すことがで
きる：
　Ｒ２６－（ＯＣＨ２ＣＨ２）ｎ６（ＯＣＨ（ＣＨ３）ＣＨ２）ｐ２－（Ｐｈ）ａ－（Ｏ
ＣＨ２ＣＨ２）ｍ３－（Ｏ）ｂ－ＳＯ３

－Ｍ＋

　及び、
　Ｒ２６－ＣＨ［ＳＯ３－Ｍ＋］－Ｒ２７

　式中、ａ及びｂ＝０又は１であり、ｎ６、ｐ２、及びｍ３＝０～１００（好ましくは０
～２０）であり、Ｒ２６は下記に定義の通りであるが、ただしＲ２６又はＲ２７の少なく
とも１つは、少なくともＣ８であり、Ｒ２７は（Ｃ１～Ｃ１２）アルキル基（飽和直鎖、
分枝鎖又は環状基）であり、所望により、Ｎ、Ｏ若しくはＳ原子又はヒドロキシル、カル
ボキシル、アミド若しくはアミン基によって置換されていてよく、Ｐｈ＝フェニルであり
、Ｍは、Ｈ、Ｎａ、Ｋ、Ｌｉ、アンモニウム又は、トリエタノールアミン若しくは第四級
アンモニウム基などのプロトン化第三級アミンのようなカチオン性対イオンである。
【００７４】
　上記式中、エチレンオキシド基（即ち、「ｎ６」及び「ｍ３」基）及びプロピレンオキ
シド基（即ち、「ｐ２」基）は、逆の順番並びに無作為、順次又はブロック配列で生じる
場合がある。Ｒ２６は、Ｒ２８－Ｃ（Ｏ）Ｎ（ＣＨ３）ＣＨ２ＣＨ２－並びに－ＯＣ（Ｏ
）－ＣＨ２－のようなエステル基（式中、Ｒ２８は（Ｃ８～Ｃ２２）アルキル基（分枝鎖
、直鎖又は環状基）である）のようなアルキルアミド基であってよい。例としては、ラウ
リルエーテルスルフェート（例えば、Ｓｔｅｐａｎ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｎｏｒｔｈｆｉｅ
ｌｄ，ＩＬから入手可能なＰＯＬＹＳＴＥＰ　Ｂ１２（ｎ＝３～４であり、Ｍ＝ナトリウ
ムである）及びＢ２２（ｎ＝１２であり、Ｍ＝アンモニウムである）、並びに、メチルタ
ウリン酸ナトリウム（Ｎｉｋｋｏ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ　Ｃｏ．，Ｔｏｋｙｏ，Ｊａｐａ
ｎから商品名ＮＩＫＫＯＬ　ＣＭＴ３０として入手可能）などのようなアルキルエーテル
スルホネート；ナトリウム（Ｃ１４～Ｃ１７）二級アルカンスルホネート（α－オレフィ
ンスルホネート）（例えば、Ｃｌａｒｉａｎｔ　Ｃｏｒｐ．，Ｃｈａｒｌｏｔｔｅ，ＮＣ
から入手可能なＨｏｓｔａｐｕｒ　ＳＡＳ）を含む二級アルカンスルホネート；メチル－
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２－スルホアルキルエステル、例えば、メチル－２－スルホ（Ｃ１２～Ｃ１６）エステル
ナトリウム及び２－スルホ（Ｃ１２～Ｃ１６）脂肪酸二ナトリウム（Ｓｔｅｐａｎ　Ｃｏ
ｍｐａｎｙ，Ｎｏｒｔｈｆｉｅｌｄ，ＩＬから商品名ＡＬＰＨＡＳＴＥＰ　ＰＣ－４８で
入手可能）；ラウリルスルホ酢酸ナトリウム（商品名ＬＡＮＴＨＡＮＯＬ　ＬＡＬ，Ｓｔ
ｅｐａｎ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｎｏｒｔｈｆｉｅｌｄ，ＩＬから）及びラウレススルホコハ
ク酸二ナトリウム（ＳＴＥＰＡＮＭＩＬＤ　ＳＬ３，Ｓｔｅｐａｎ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｎ
ｏｒｔｈｆｉｅｌｄ，ＩＬから）として入手可能なアルキルスルホアセテート及びアルキ
ルスルホスクシネート；アルキルスルフェート、例えば、ラウリル硫酸アンモニウム（Ｓ
ｔｅｐａｎ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｎｏｒｔｈｆｉｅｌｄ，ＩＬから商標名ＳＴＥＰＡＮＯＬ
　ＡＭとして入手可能）；ジアルキルスルホスクシネート、例えば、ジオクチルスルホコ
ハク酸ナトリウム（Ｃｙｔｅｃ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ，Ｗｏｏｄｌａｎｄ　Ｐａｒｋ，
ＮＪからＡｅｒｏｓｏｌ　ＯＴとして入手可能）が挙げられるが、これらに限定されない
。
【００７５】
　好適なアニオン性界面活性剤としてはまた、アルキルホスフェート、アルキルエーテル
ホスフェート、アラルキルホスフェート及びアラルキルエーテルホスフェートのようなホ
スフェートが挙げられる。多くは、下式により表すことができる：
　［Ｒ２６－（Ｐｈ）ａ－Ｏ（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｎ６（ＣＨ２ＣＨ（ＣＨ３）Ｏ）ｐ２］

ｑ２－Ｐ（Ｏ）［Ｏ－Ｍ＋］ｒ

　により表すことができ、式中、Ｐｈ、Ｒ２６、ａ、ｎ６、ｐ２、及びＭは、上記に定義
され、ｒは０～２であり、ｑ２＝１～３であるが、ただし、ｑ２＝１のとき、ｒ＝２であ
り、ｑ２＝２のとき、ｒ＝１であり、ｑ２＝３のとき、ｒ＝０である。上記のように、エ
チレンオキシド基（即ち、「ｎ６」基）及びプロピレンオキシド基（即ち、「ｐ２」基）
は、逆の順番並びに無作為、順次、又はブロック配列で生じる場合がある。例としては、
一般にトリラウレス－４－ホスフェートと称される、モノ－、ジ－及びトリ－（アルキル
テトラグリコールエーテル）－ｏ－リン酸エステルの混合物（Ｃｌａｒｉａｎｔ　Ｃｏｒ
ｐ．から商品名ＨＯＳＴＡＰＨＡＴ　３４０ＫＬとして入手可能）、加えてＰＰＧ－５セ
テス１０ホスフェート（Ｃｒｏｄａ　Ｉｎｃ．，Ｐａｒｓｉｐａｎｎｙ，ＮＪから商品名
ＣＲＯＤＡＰＨＯＳ　ＳＧとして入手可能）、並びにこれらの混合物が挙げられる。
【００７６】
　１つ以上の界面活性剤を、所望の結果を生じるために好適な濃度で、本明細書に記載の
組成物中及び／又は上に使用してもよい。いくつかの実施形態では、組成物中で使用する
とき、それらは、組成物の合計重量を基準として、少なくとも０．２５重量％、少なくと
も０．５重量％、少なくとも０．７５重量％、少なくとも１．０重量％、又は少なくとも
２．０重量％の合計量で存在する。高度に親水性のウェブ、又は複数回にわたる水性流体
との接触に耐え得るウェブが所望されるいくつかの実施形態では、界面活性剤組成物が、
分解性脂肪族ポリエステルポリマー組成物の２重量％超、３重量％超、又は更に５重量％
超を構成する。
【００７７】
　他の実施形態では、界面活性剤は、すぐに使用できる状態の組成物の合計重量を基準と
して、２０重量％以下、１５重量％以下、１０重量％以下又は８重量％以下の合計量で存
在する。
【００７８】
　好ましい界面活性剤は、２００℃未満、好ましくは１９０℃未満、より好ましくは１８
０℃未満、及び更に好ましくは１７０℃未満の融点を有する。
【００７９】
　溶融加工の場合、好ましい界面活性剤は揮発性が低く、加工条件下で有意に分解しない
。好ましい界面活性剤は、１０重量％未満の水、好ましくは５重量％未満の水、及びより
好ましくは２重量％未満の水、及び更により好ましくは１重量％未満の水を含有する（カ
ールフィッシャー分析により測定される）。湿分含量は、組成物中の脂肪族ポリエステル
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、又は他の加水分解に反応しやすい化合物の加水分解を防ぐために低く維持され、これは
、押し出されたフィルム、又は繊維に透明性を提供することを助ける。
【００８０】
　不揮発性キャリアに事前に溶解させた界面活性剤を使用することが特に便利であること
が見出された。重要なことに、キャリアは典型的には熱的に安定であり、１５０℃、１８
０℃、２００℃、更に２５０℃もの高さであり得る加工温度において化学分解に抵抗する
ことができる。好ましい実施形態では、界面活性剤のキャリアは、２３℃において液体で
ある。好ましいキャリアとしては、ポリアルキレンオキシド、例えば、ポリエチレングリ
コール、ポリプロピレングリコール、エチレンオキシド及びプロピレンオキシドのランダ
ム及びブロックコポリマー、熱的に安定な多価アルコール、例えば、プロピレングリコー
ル、グリセリン、ポリグリセリンなどが挙げられる。ポリアルキレンオキシドは、開始ポ
リオールによって直鎖、又は分枝鎖であり得る。例えば、エチレングリコールを使用して
開始されるポリエチレングリコールは直鎖になるが、グリセリン、トリメチロールプロパ
ン、又はペンタエリスリトールで開始されるものは、分枝鎖になる。
【００８１】
　好ましいキャリアにはまた、多価アルコールの低分子量エステル、例えば、トリアセチ
ン、グリセリルカプリレート／カプレート、アセチルトリブチルシトレートなどが挙げら
れる。
【００８２】
　可溶液体キャリアはまた、別の方法として不揮発性有機溶媒から選択されてもよい。本
発明の目的のために、有機溶媒は、混合及び溶解プロセス全体を通じて溶媒の８０％超が
組成物中に留まる場合、不揮発性であるとみなされる。これらの液体が溶融加工可能な組
成物中に留まるため、これらは可塑剤として機能し、一般的に組成物のガラス転移温度を
低下させる。
【００８３】
　キャリアは、実質的に不揮発性であるため、大部分が組成物中に留まり、有機可塑剤と
して機能し得る。本明細書において使用する際、可塑剤とは、ポリマー組成物に加えられ
た際にガラス転移温度の低下を生じる、１０００ダルトン未満の分子量を有する化合物で
ある。可能な界面活性剤キャリアとしては、１つ以上のヒドロキシル基を含有する化合物
、特にグリコール、例えばグリセリン；１，２ペンタンジオール；２，４ジエチル－１，
５ペンタンジオール；２－メチル－１，３－プロパンジオール；加えて単官能性化合物、
例えば３－メトキシ－メチルブタノール（「ＭＭＢ」）が挙げられる。不揮発性有機可塑
剤の追加的な例としては、ポリエトキシ化フェノールを含むポリエーテル、例えばＰｙｃ
ａｌ　９４（フェノキシポリエチレングリコール）；アルキル、アリール、及びアラルキ
ルエーテルグリコール（例えばＤｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｍｉｄｌａ
ｎｄ　Ｍｉｃｈによって商品名Ｄｏｗａｎｏｌ（商標）として市販されているもの、（プ
ロピレングリコールモノブチルエーテル（Ｄｏｗａｎｏｌ　ＰｎＢ）、トリプロピレング
リコールモノブチルエーテル（Ｄｏｗａｎｏｌ　ＴＰｎＢ）、ジプロピレングリコールモ
ノブチルエーテル（Ｄｏｗａｎｏｌ　ＤＰｎＢ）、プロピレングリコールモノフェニルエ
ーテル（Ｄｏｗａｎｏｌ　ＰＰＨ）プロピレングリコールモノメチルエーテル（Ｄｏｗａ
ｎｏｌ　ＰＭ）が挙げられるがこれらに限定されない）；ポリエトキシ化アルキルフェノ
ール、例えばＴｒｉｔｏｎ　Ｘ３５及びＴｒｉｏｎ　Ｘ１０２（Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａ
ｌ　Ｃｏｍｐａｎｙ，Ｍｉｄｌａｎｄ　Ｍｉｃｈから入手可能）；一置換若しくは多置換
ポリエチレングリコール、例えばＰＥＧ　４００ジエチルヘキサノエート（ＣＰ　Ｈａｌ
ｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手可能なＴｅｇＭｅｒ　８０９）、ＰＥＧ　４００モノラウレ
ート（ＣＰ　Ｈａｌｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手可能なＣＨＰ－３０Ｎ）、及びＰＥＧ　
４００モノオレエート（ＣＰ　Ｈａｌｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手可能なＣＰＨ－４１Ｎ
）；高級アルキル置換Ｎ－アルキルピロリドンを含むアミド、例えばＮ－オクチルピロリ
ドン；Ｎ－ブチルベンゼンスルホンアミド（ＣＰ　Ｈａｌｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから入手可
能）などのスルホンアミド；トリグリセリド；クエン酸エステル；酒石酸のエステル；安
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息香酸エステル（商品名ＢｅｎｚｏｆｌｅｘとしてＶｅｌｓｉｃｏｌ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ
　Ｃｏｒｐ．，Ｒｏｓｅｍｏｎｔ　Ｉｌｌから入手可能なものなど）（ジプロピレングリ
コールジベンゾエート（Ｂｅｎｚｏｆｌｅｘ　５０）、及びジエチレングリコールジベン
ゾエートを含む）；２，２，４トリメチル１，３ペンタンジオールの安息香酸ジエステル
（Ｂｅｎｚｏｆｌｅｘ　３５４）、エチレングリコールジベンゾエート、テトラエチレン
グリコールジベンゾエートなど；１０，０００ダルトン未満、好ましくは約５０００ダル
トン未満、より好ましくは約２５００ダルトン未満の分子量を有する、ポリエチレングリ
コール及びエチレンオキシドプロピレンオキシドのランダム及びブロックコポリマー；並
びにこれらの組み合わせが挙げられる。本明細書で使用する際、用語ポリエチレングリコ
ールは、エチレンオキシド、又は２－ハロエタノールと反応した２～６のアルコール基を
有するグリコールを指す。
【００８４】
　好ましいポリエチレングリコールは、エチレングリコール、プロピレングリコール、グ
リセリン、トリメチロールプロパン、ペンタエリスリトール、スクロースなどから形成さ
れる。最も好ましいポリエチレングリコールは、エチレングリコール、プロピレングリコ
ール、グリセリン、及びトリメチロールプロパンから形成される。ポリアルキレングリコ
ール、例えば、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメチレングリコール、又はＣ２　
Ｃ４アルキレンオキシド基のランダム、若しくはブロックコポリマーがまた、キャリアと
して選択され得る。ポリエチレングリコール及びその誘導体がここでは好ましい。キャリ
アがポリマーと相溶性を有することが重要である。例えば、酸性官能基を有するポリマー
とブレンドされた際に、２個未満の求核基、例えば、ヒドロキシル基を有する、不揮発性
、非重合性可塑剤を使用することがここでは好ましいが、これは２つを超える求核基を有
する化合物は、高い押出成形温度において押出成形機内の組成物の架橋を生じ得るためで
ある。重要なことに、不揮発性キャリアは、好ましくは、押出成形機内において、脂肪族
ポリエステルポリマー組成物を有する比較的均質な溶液を形成し、冷却の際に比較的均質
な状態に留まり、その結果押し出された組成物は、界面活性剤の濃度において比較的均一
である。
【００８５】
　任意成分
　他の任意の成分が、本明細書において所望されるように、組成物内に含まれ得る。
【００８６】
　組成物に抗菌作用を付与するために、抗菌成分が加えられてもよい。抗菌成分は、少な
くとも部分的な抗菌作用を提供する組成物の成分であり、すなわち、これは少なくとも１
つの微生物に対して少なくともいくらかの抗菌作用を有する。それは、好ましくは、組成
物から浸出し、細菌を死滅させるのに十分多い量で存在する。それはまた、生分解性であ
ってもよく、及び／又は、植物若しくは植物生成物のような再生可能な資源から製造され
てもよく若しくは誘導されてもよい。生分解性抗菌成分は、加水分解的に又は酵素的に分
解することができるエステル又はアミド結合のような、少なくとも１個の官能性結合を含
んでよい。
【００８７】
　本発明における使用に好適な抗菌成分の例としては、出願人の同時係属出願、米国特許
出願公開番号第２００８－０１４２０２３（Ａ１）号に記載されるものが挙げられ、これ
は参照としてその全体を本明細書に組み込まれる。
【００８８】
　特定の抗菌成分は非荷電であり、少なくとも７個の炭素原子を含有するアルキル又はア
ルケニル炭化水素鎖を有する。溶融加工の場合、好ましい抗菌成分は揮発性が低く、加工
条件下で分解しない。好ましい抗菌成分は、２重量％未満、より好ましくは０．１０重量
％未満の水を含有する（カール・フィッシャー分析により測定）。含水量は、脂肪族ポリ
エステルの加水分解を防ぎ、押出成形フィルムに透明性を付与するために、低く維持され
る。水分レベルは、例えば５０℃～６０℃を超える高温で乾燥させた溶媒流延フィルムと
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同様に制御すべきである。
【００８９】
　使用するとき、抗菌成分含量は（すぐ使用できる状態で）、典型的には、少なくとも１
重量％、２重量％、５重量％、１０重量％であり、場合により１５重量％を超える。特定
の実施形態、低強度が望ましい用途においては、抗菌成分は組成物の２０重量％超、２５
重量％超、又は更には３０重量％超を構成する。
【００９０】
　特定の抗菌成分は両親媒性物質であり、界面活性であり得る。例えば、いくつかの抗菌
アルキルモノグリセリドは界面活性である。抗菌成分を含む本発明のいくつかの実施形態
では、抗菌成分は界面活性成分とは異なるものであると認識される。
【００９１】
　組成物は更に有機及び無機充填剤を含んでもよい。移植可能な用途の場合、生分解性、
吸収性又は生体内分解性の無機充填剤が特に魅力的である場合がある。これらの物質は、
ポリマー組成物の分解速度の制御を補助することができる。例えば、多くのカルシウム塩
及びリン酸塩が好適であり得る。代表的な生体適合性、吸収性充填剤としては、炭酸カル
シウム、硫酸カルシウム、リン酸カルシウム、リン酸カルシウムナトリウム、リン酸カル
シウムカリウム、リン酸四カルシウム、α－リン酸三カルシウム、β－リン酸三カルシウ
ム、リン酸カルシウムアパタイト、リン酸八カルシウム、リン酸二カルシウム、炭酸カル
シウム、酸化カルシウム、水酸化カルシウム、硫酸カルシウム二水和物、硫酸カルシウム
半水和物、フッ化カルシウム、クエン酸カルシウム、酸化マグネシウム、及び水酸化マグ
ネシウムが挙げられる。特に好適な充填剤は、三塩基性リン酸カルシウム（ヒドロキシア
パタイト）である。
【００９２】
　可塑剤は、脂肪族ポリエステル熱可塑性樹脂と共に使用されてもよく、例えば、グリコ
ール、例えば、グリセリン、プロピレングリコール、ポリエトキシレート化フェノール、
モノ、又は多置換ポリエチレングリコール、高級アルキル置換Ｎ－アルキルピロリドン、
スルホンアミド、トリグリセリド、シトレートエステル、酒石酸のエステル、ベンゾエー
トエステル、ポリエチレングリコール、並びに１０，０００ダルトン未満、好ましくは約
５０００ダルトン未満、より好ましくは約２５００ダルトン未満の分子量を有するエチレ
ンオキシドプロピレンオキシドランダム、及びブロックコポリマー、並びにこれらの組み
合わせが挙げられる。上述のように、界面活性剤キャリアはまた、可塑剤として機能する
こともでき、任意成分として加えられる可塑剤とは異なるものであり得る。
【００９３】
　他の追加的な成分としては、酸化防止剤、着色剤、例えば、染料、及び／又は色素、静
電気防止剤、蛍光増白剤、悪臭抑制剤、香料、及び芳香剤、創傷治癒、又は他の皮膚活性
を促進するための活性成分、これらの組み合わせなどが挙げられる。
【００９４】
　用途及び製造方法
　本発明の組成物を含む物品は、ポリマー樹脂からポリマーシートなどの製品を製造する
ために、当該技術分野において既知である方法により製造してもよい。多くの用途では、
このような物品は、２時間浸漬し、乾燥させた後、物理的一体性（例えば、引っ張り強度
）が実質的に低下することなく、２３℃で水中に定置することができる。典型的には、こ
れらの物品は水をほとんど含まず、又は全く含まない。押出成形、射出成形又は溶媒流延
後、物品中の水分含量は、典型的には、１０重量％未満、好ましくは５重量％未満、より
好ましくは１重量％未満、最も好ましくは０．２重量％未満である。ポリマーシートは、
押出成形プロセスにより、本明細書に記載される樹脂組成物から形成され得、例えば、医
療用ドレープ及び衣類、個人ケア用品、並びに食品包装などの用途において有用な親水性
ポリマーシートを生じる。
【００９５】
　本組成物から製造され得る物品としては、外科用ドレープ、手技用ドレープ、プラスチ
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ック特殊ドレープ、切開用ドレープ、バリアドレープ、バリアガウン、ＳＭＳガウンなど
といった医療用ドレープ及びガウン、創傷ドレッシング、創傷吸収体、及び創傷接触層、
手術中に血液及び体液を吸収するのに使用する外科用スポンジ、外科用インプラント、加
えて、管状押出成形製品、例えば、血管カテーテル、尿カテーテル、気管内チューブ、シ
ャント、創傷ドレイン、及び他の医療用装置を挙げることができる。
【００９６】
　重要なことに、本明細書に記載される組成物の好ましい親水性添加剤界面活性剤は、布
地、及びそれにより製造されるフィルムの、接着剤による、熱による、及び／又は超音波
による結合を可能にする。物品は、溶媒、熱、又は超音波で共に溶接され、加えて他の適
合する物品に溶接される。組成物は、他の物質と併用して、鞘／芯物質、積層体、２つ以
上の物質の化合物構造、又は種々の医療用装置上へのコーティングに有用な構成体を形成
することができる。
【００９７】
　本明細書に記載の組成物は、その独自の湿潤特性により、手術用ドレープ及びガウンに
使用するのに特に好適である。例えば、ポリ乳酸／界面活性剤組成物は、本明細書におい
て所望される持続性の親水性を有する。本発明の組成物を含む不織布ウェブ及びシートは
、良好な引っ張り強度を有し、ヒートシールされて特殊なドレープの製作を可能にする強
固な結合を形成することができ、使い捨て製品において重要であり得る再生可能な資源か
ら製造することができ、不織布の場合に高い表面エネルギー（不織布に関しての見掛けの
表面エネルギー試験と水の吸収とを使用して測定される）を有して湿潤性及び流体吸収性
を可能にすることができ、米国特許番号第５，２６８，７３３号に記載の半角技術及びＴ
ａｎｔｅｃ接触角計器、モデルＣＡＭ－ｍｉｃｒｏ（Ｓｃｈａｍｂｅｒｇ，ＩＬ．）を用
いて、平坦なフィルム上で蒸留水を用いて接触角を測定したとき、フィルムの接触角が多
くの場合５０°未満、好ましくは３０°未満、最も好ましくは２０°未満である。フィル
ム以外の物質の接触角を測定するために、正確に同じ組成のフィルムを溶媒流延により製
造すべきである。
【００９８】
　このような不織布、フィルム、及び管状材料は、ガンマ線、又は電子ビームにより、物
理的強度を有意に損なうことなく殺菌することができるものと考えられる。物理的強度の
大きさは、厚さ０．０３ｍｍ（１ミル）のフィルムのついては、コバルトガンマ線源から
の２．５Ｍｒａｄのガンマ線に曝露し、２３℃～２５℃で７日間エージングした後、２０
％超、及び好ましくは１０％超低下しないような引っ張り強度であり得る。
【００９９】
　本発明の組成物の親水性特性は、吸収性を改善することにより、創傷用及び外科用ドレ
ッシングなどの物品を改善し得る。本組成物を創傷包帯裏材フィルムで用いる場合、フィ
ルムは、感圧性接着剤（ＰＳＡ）、例えば、アクリル及びブロックコポリマー接着剤、ヒ
ドロゲル接着剤、ヒドロコロイド接着剤及び発泡接着剤などが挙げられるが、これらに限
定されない、様々な接着剤で部分的に（例えば、領域又はパターン）コーティングするか
、又は完全にコーティングしてもよい。
【０１００】
　ＰＳＡは、水分の蒸発を可能にするために比較的高い湿気透過速度を有することができ
る。好適な感圧性接着剤としては、アクリレート系のもの、ポリウレタン、ＫＲＡＴＯＮ
、及び他のブロックコポリマー、シリコーン、ゴム系接着剤、並びにこれらの接着剤の組
み合わせが挙げられる。好ましいＰＳＡは、皮膚に適用される医療用接着剤であり、例え
ば、参考として本明細書に組み込まれる米国再発行特許第２４，９０６号に記載されるア
クリレートコポリマー、特に、９７：３イソオクチルアクリレート：アクリルアミドコポ
リマーである。また好ましくは、参考として本明細書に組み込まれる米国特許番号第４，
７３７，４１０号（実施例３１）に記載されているような７０：１５：１５イソオクチル
アクリレート－エチレンオキシドアクリレート：アクリル酸ターポリマーである。他の有
用な接着剤は、その開示が参考として本明細書に組み込まれる米国特許番号第３，３８９
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，８２７号、同第４，１１２，２１３号、同第４，３１０，５０９号、及び同第４，３２
３，５５７号に記載されている。米国特許番号第４，３１０，５０９号及び同第４，３２
３，５５７号に記載されているように、薬剤又は抗菌剤が接着剤に包含されることも想到
される。
【０１０１】
　本発明の組成物から、全体的に又は部分的に製造することができる他の医療用装置とし
ては、縫合糸、縫合締結具、手術用メッシュ、三角布、整形外科用ピン（骨充填物増強材
料を含む）、接着バリア、ステント、誘導組織修復／再生装置、関節軟骨修復装置、神経
ガイド、腱修復装置、心房中隔欠損修復装置、心膜パッチ、増量剤及び充填剤、静脈弁、
骨髄骨格、半月板再生装置、靱帯及び腱移植、眼球細胞移植片、脊椎固定ケージ、皮膚代
替物、硬膜代替物、骨移植片代替物、骨ドエル（dowel）及び止血鉗子が挙げられる。
【０１０２】
　本発明の組成物は、消費者衛生製品、例えば、成人用失禁製品、幼児用おむつ、女性用
衛生製品、参考としてその全体が本明細書に組み込まれる、出願人の同時係属出願、米国
特許出願公開番号第２００８－０２００８９０（Ａ１）に記載されるその他のもの、にお
いても有用であり得る。
【０１０３】
　本発明の組成物を製造する１つの方法では、溶融形態の脂肪族ポリエステルを、界面活
性剤に対して十分な量で混合し、本明細書において記載される親水性特性を有するポリマ
ー組成物を生じさせる。
【０１０４】
　ポリマー組成物を溶融加工するための様々な装置及び技術が、当該技術分野において既
知である。このような装置及び技術は、例えば、米国特許第３，５６５，９８５号（Ｓｃ
ｈｒｅｎｋら）、同第５，４２７，８４２号（Ｂｌａｎｄら）、同第５，５８９，１２２
号、及び同第５，５９９，６０２号（Ｌｅｏｎａｒｄ）、並びに同第５，６６０，９２２
号（Ｈｅｎｉｄｇｅら）に開示されている。溶融加工装置の例としては、本発明の組成物
を溶融加工するための押出成形機（単軸及び二軸）、バンバリーミキサー、及びブラベン
ダー押出成形機が挙げられるが、これらに限定されない。
【０１０５】
　組成物の成分を、押出成形機内で混合し、押出成形機を通して運搬し、好ましくは溶解
物中でポリマー分解又は副反応の生じない、ポリマー組成物を得ることができる。可能性
のある分解反応には、エステル交換、加水分解、鎖の切断及びラジカル鎖分解が挙げられ
、加工条件はこのような反応を最低限に抑えるべきである。加工温度は、脂肪族ポリエス
テルと界面活性剤を混合し、フィルムとして組成物を押出成形することを可能にするのに
十分である。本明細書に記載される組成物で製造されるフィルムは、例えば、透明（曇り
のない）であり、表面上に油性残留物がない（ポリマーマトリクスからの成分の相分離を
示す可能性がある）といった、食品包装のような用途に望ましい特性を有する。
【０１０６】
　組成物は、フィルムへと溶媒流延され得る。本組成物の成分は、典型的には溶解し又は
少なくとも部分的に溶媒和し、好適な溶媒に完全に混合され、この溶媒は続いて表面上で
流延して蒸発させられ、親水性の持続性樹脂組成物を含む固体を残す。
【０１０７】
　以下の実施例によって、本発明は更に明確にされるが、これらの実施例は代表的なもの
であり、本発明の範囲を限定することを意図しない。
【０１０８】
　試験方法
　見掛けの表面エネルギー
　表面エネルギーを測定する方法は、以下に記載した変更を用いたＡＡＴＣＣ試験法１１
８－１９８３である。この変更試験法により測定した表面エネルギーは、以後「見掛け」
表面エネルギーと呼ぶ。ＡＡＴＣＣ試験法１１８－１９８３は、一連の選択された炭化水
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素組成物による濡れに対する布地の耐性を評価することにより、布地の表面エネルギーを
決定する。しかしながら、ＡＡＴＣＣ　１１８－１９８３で説明されている炭化水素類は
、２５℃で約１９．８ダイン～２７．３ダイン／センチメートルの表面エネルギーの測定
値を提供するにすぎない。この範囲は、布地耐性試験にメタノールと水の様々な混合物を
使用することにより広げられる。組成物とその代表的な表面張力は、以下の通りである。
【０１０９】
【表１】

【０１１０】
　試験手順は次の通りである。被覆材料の見本が、平滑で水平な表面上に平坦に定置され
る。ＡＡＴＣＣ　１１８－１９８３の方法を使用するが、ただし最も番号の小さい試験液
で開始し、５滴の液体を、布地表面上、樹脂を浸透させたシートに面する側の、様々な位
置に定置する。５滴のうち３滴が、６０秒以内に布地に吸い上げられたら、次に高い表面
エネルギーの液体が使用される。少なくとも３滴が布地表面上に残った場合、見掛け表面
張力は、残りの２つの液体の範囲のものとして記録される。
【実施例】
【０１１１】

【表２】

【０１１２】
　実施例Ｃ１～Ｃ３、１、及び２
　表１に掲載される組成物は、実験的なスパンボンド製造ラインで押し出された。スパン
ボンド不織布は一般的に、米国特許番号第６，９１６，７５２号に記載されるスパンボン
ド不織布のための装置及び加工技術を使用して製造された。



(21) JP 5670887 B2 2015.2.18

10

20

30

【０１１３】
　不織布スパンボンドＰＬＡサンプルは、異なる濃度の界面活性剤で製造された。いかな
る界面活性剤をも有さない不織布スパンボンドＰＬＡサンプルもまた使用された。これは
、異なるサンプルの湿潤性、エージング安定性、及び一般的な機械的特性を評価し、比較
する目的で行われた。
【０１１４】
　最初の工程は、湿潤剤をより高い濃度のマスターバッチに混合することであった。これ
は、標準的なペレット化ダイを適合させた、２５ｍｍ　Ｂｅｒｓｔｏｒｆｆ　ＵＴＸ２軸
押出機を使用して行われた。ストランドは、３．７ｍ（１２フィート）の水浴を通じ、ペ
レット化プラーに移された。
【０１１５】
　４つのマスターバッチが製造された：１）９５％ＰＬＡ　６２０２Ｄ及び５％　ＰＥＧ
　４００
　２）９５％　ＰＬＡ　６２０２Ｄ及び５％　ＰＥＧ／ＤＯＳＳ
　３）９０％　ＰＬＡ　６２０２Ｄ及び１０％　Ｂｒｉｊ７００
　４）９０％　ＰＬＡ　６２０２Ｄ及び１０％　Ｐａｔｉｏｎｉｃ　１３８Ｃ
　ＰＬＡがＫ－ｔｒｏｎ　Ｆｅｅｄｅｒを使用して供給された。他の添加剤は全てグリッ
ドメルター（grid melter）を使用して供給され、領域４に供給された。供給速度は以下
の通りである。
【０１１６】
【表３】

【０１１７】
　領域温度は以下の通りである。
【０１１８】
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【表４】

【０１１９】
　ストランドが水浴及びペレタイザーを通過した後、これらは、余分な水を逃すために底
部に穴を有する１８．９Ｌ（５ガロン）のペール缶ライナー内に回収された。ライナーは
、１８．９Ｌ（５ガロン）ペール缶内に配置し、低部から約４インチ高くした。一度サン
プルが、「ドリップドライ」されると、バッチは多数の蒸発皿に分配し、バッチオーブン
内で６５℃で１２～２４時間にわたって結晶化させた。
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　マスターバッチ及び未加工のＰＬＡを、再循環乾燥器内で、６０℃で、最短６時間にわ
たって乾燥させた。ウェブは、６０ｇ／ｓｑ／ｍで製造した。融点は約１９０～２１０℃
であった。Ｐａｔｉｏｎｉｃ　１３８Ｃでマスターバッチ４を作製した際、劇的な粘度の
低下が生じ、よって温度を１６０℃に落とさなくてはならなかった。ウェブは、ウェブを
軽く結合するために、９０～１００℃の温度で、スクリーンサポート上で、スルーエア接
合機を通過させた。
【０１２１】
　スパンボンド不織布の実施例が、純粋な６２０２　ＤＰＬＡとブレンドされた上記のマ
スターバッチを使用して調製された。全ての材料は使用に先立って乾燥させた。スパンボ
ンド不織布は、５０ｍｍ（２．０インチ）の単軸スクリュー押出成形機を使用した、Ｄａ
ｖｉｓ－Ｓｔａｎｄａｒｄ　ＢＬＵＥ　ＲＩＢＢＯＮ（ＤＳ－２０（登録商標））押出成
形機（Ｄａｖｉｓ　Ｓｔａｎｄａｒｄ　Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ，Ｐａｗｃａｔｕｃｋ，
ＣＴ）を使用し、多数のダイ開口部を含む押出ヘッドにポンプを通じて供給して、得られ
た。
【０１２２】
　ダイヘッドは、合計５１２個のオリフィス孔を有し、脂肪族ポリエステルポリマー溶融
押出量は０．５０ｇ／孔／分（１５．３５ｋｇ／ｈｒ）であった。ダイは、２００ｍｍ（
７．８７５インチ）の横方向長さを有した。孔直径は０．０４０インチ（０．８８９ｍｍ
）であり、Ｌ／Ｄ比は６であった。純粋なＰＬＡの、ダイでの溶融押出成形温度は２１５
℃で一定であったが、界面活性剤添加剤を有するＰＬＡの溶融押出成形温度は、添加剤の
種類及び量に依存した。対照（純水な脂肪族ポリエステル、ＰＬＡ）と同様のウェブを製
造するために、温度が調節された。ウェブ形成及び結合プロセスの典型的な記載は、米国
特許番号第２００８／００３８９７６（Ａ１）により例示され、参考としてその全体が本
明細書に組み込まれる。
【０１２３】
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【表５】

【０１２４】
　結果は、未加工のＰＬＡ（比較例２）は親水性であり、見掛けの表面エネルギーは、室
温（２３～２５℃）及び周囲湿度におけるエージングを通じて３６ダイン／ｃｍであるこ
とを示している。ＰＥＧ　４００（ＭＰ＜２３℃）、又は界面活性剤Ｂｒｉｊ　７００（
ＭＰ＝５１～５４℃）の追加は、親水性を改善しなかった（各比較例１及び３）。アニオ
ン性界面活性剤ドクサートナトリウム（ＤＯＳＳ，ＭＰ＝１５３～１５７℃）及びラウロ
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イルラクチレート（Ｐａｔｉｏｎｉｃ　１３８Ｃ，ＭＰ＝５０～５５℃）（実施例１及び
２）は、親水性の劇的な改善を生じ、これは時間が経っても安定であった。使用するＤＯ
ＳＳは、ＰＥＧ　４００キャリアに溶解させ（５０％　ＰＥＧ４００／５０％　ＤＯＳＳ
溶液、ＭＰ＜２３℃）、透明な溶液を形成したが、これは加工を単純化し、優れた親水性
に寄与した可能性がある。
【０１２５】
　実施例Ｃ４～Ｃ５、及び３～５
　Ｂｒａｂｅｎｄｅｒ　Ｈｏｔ　Ｍｅｌｔ　Ｍｉｘｅｒ　Ｍｏｄｅｌ　Ｎｏ．ＤＲ－２０
５１を使用して、ＰＬＡ　４０３２でサンプルを調製した。Ｂｒａｂｅｎｄｅｒは２００
℃に設定し、その温度に到達させた。パドル速度は０．７０に設定した。ＰＬＡ　４０３
２を天秤上で事前に秤量し、Ｂｒａｂｅｎｄｅｒに加えた。完成した混合物の合計質量は
、６０ｇであった。ＰＬＡ　４０３２をＢｒａｂｅｎｄｅｒ内で、均一な溶融混合物が製
造されるまで混合し、同時に特定の質量の添加剤を少しずつ加えた。混合時間は典型的に
は１０～２０分であった。Ｂｒａｅｂｅｎｄｅｒチャンバは、使用するごとにＵｎｉｐｕ
ｒｇｅパージ樹脂（Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ，Ｍｉｄｌａｎｄ，ＭＩ）でパージした。
【０１２６】
　溶融混合物をＢｒａｂｅｎｄｅｒから引き出し、液圧プレスを使用して加圧し、均一な
シートにした。サンプルは、１９５℃の温度、かつ９０７１．８ｋｇ（２０，０００ｌｂ
ｓ）の圧力で６０秒にわたり、２つのライナーの間で加圧した。ライナーはシリコーンで
コーティングしたクラフト紙剥離ライナーであった。フィルムは、５０～１２５マイクロ
メートル厚さであった。
【０１２７】
　様々な界面活性剤を有するＰＬＡ　４０３２の配合物が、接触角測定値と共に、以下で
表２に示される。
【０１２８】
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【表６】

【０１２９】
　未加工のＰＬＡは、比較的疎水性であった。Ｍｏｎｔａｎｏｖ　２０２の追加は親水性
フィルムを生じなかった。加熱後も接触角は依然として５０℃を超えていた。Ｐａｔｉｏ
ｎｉｃ（アルキルカルボキシレート）は、高度に親水性のフィルムを生じ、７２℃への加
熱によって結果は変化しなかった。２つのスルホネート界面活性剤は異なる挙動を示した
。イセチオネート界面活性剤は、最初に比較的疎水性であるフィルムを生じたが、加熱後
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に接触角は３７℃に低下した。Ｃ１４～Ｃ１７アルキルスルホネート（Ｈｏｓｔａｐｕｒ
　ＳＡＳ）は、親水性フィルムを生成したが、７２℃での２４時間にわたるエージングは
、接触角を２９℃に増加させた。本発明の組成物は、気体を透過させた際に防曇性を示し
た。
【０１３０】
　実施例６～８
　以下のサンプルは、上記の実施例Ｃ４～Ｃ５、及び実施例３～５に記載される手順に従
って製造及び試験された。
【０１３１】
【表７】

【０１３２】
　これらの結果は、アルコキシル化ホスフェート界面活性剤、Ｃｒｏｄａｐｈｏｓ　ＳＧ
が、親水性を有意に改善したことを示す。比較すると、Ｃｉｔｒｏｆｌｅｘ可塑剤を有し
、界面活性剤を有さないＰＬＡの接触角は、依然として非常に疎水性であり、６０℃を超
える接触角を有した（データは示されない）。酸性型のＣｒｏｄａｐｈｏｓ　ＳＧの追加
（実施例６）は、接触角を２７°未満に低減させた。より多くのＣｒｏｄａｐｈｏｓ　Ｓ
Ｇ（実施例７）の追加は、接触角を更に低減し、トリエタノールアミンとの中和はホスフ
ェート塩を生成して接触角をより更に低減した（実施例８）。
　特定の代表的な実施形態及び詳細を、本発明を説明する目的で論じてきたが、以下の特
許請求の範囲に示される、本発明の真の範囲から逸脱することなく、本発明で種々の修正
を行うことが可能である。本発明の実施態様の一部を以下の項目１－３９に列記する。
〔１〕
　少なくとも１つの熱可塑性脂肪族ポリエステルと、
　２００℃未満の融点を有する１つ以上のアルキル、アルケニル、アラルキル、又はアル
カリールアニオン性界面活性剤とを含む、持続性の親水性組成物であって、
　前記界面活性剤が前記ポリエステルに組み込まれる、持続性の親水性組成物。
〔２〕
　少なくとも１つの熱可塑性脂肪族ポリエステルと、
　１つ以上のアルキル、アルケニル、アラルキル、又はアルカリールアニオン性界面活性
剤とのブレンドを含む、持続性の親水性組成物であって、
　前記界面活性剤が前記ポリエステルに組み込まれ、前記組成物が４５℃で１０日超経過
後にも親水性を維持する、持続性の親水性組成物。
〔３〕
　少なくとも１つの熱可塑性脂肪族ポリエステルと、
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　１つ以上のアルキル、アルケニル、アラルキル、又はアルカリールアニオン性界面活性
剤とのブレンドを含む、持続性の親水性組成物であって、
　前記組成物が、４５℃で１０日超経過後にも親水性を維持する、持続性の親水性組成物
。
〔４〕
　界面活性剤キャリアを更に含む、項目１、２、又は３のいずれか一項に記載の組成物。
〔５〕
　前記熱可塑性脂肪族ポリエステルが、１つ以上のポリ（乳酸）、ポリ（グリコール酸）
、ポリ乳酸グリコール酸共重合体、ポリブチレンスクシネート、ポリヒドロキシブチレー
ト、ポリヒドロキシバレレート、これらのブレンド、及びこれらのコポリマーからなる群
から選択される、項目１、２、３、又は４のいずれか一項に記載の組成物。
〔６〕
　前記熱可塑性脂肪族ポリエステルとは異なる熱可塑性ポリマーを更に含む、項目１、２
、３、又は４に記載の組成物。
〔７〕
　前記熱可塑性脂肪族ポリエステルが、前記組成物中に存在する前記熱可塑性ポリマーの
６０重量％を超える量で存在する、項目１～６のいずれか一項に記載の組成物。
〔８〕
　前記アニオン性界面活性剤が、１つ以上のアルキル、アルケニル、アルカリール、及び
アラルキルスルホネート；アルキル、アルケニル、アルカリール、及びアラルキルスルフ
ェート；アルキル、アルケニル、アルカリール、及びアラルキルホスホネート；アルキル
、アルケニル、アルカリール、及びアラルキルホスフェート；アルキル、アルケニル、ア
ルカリール、及びアラルキルカルボキシレート；アルキルアルコキシル化カルボキシレー
ト；アルキルアルコキシル化スルフェート；アルキルアルコキシル化スルホネート；アル
キルアルコキシル化ホスフェート、並びにこれらの組み合わせかななる群から選択される
、項目１～７のいずれか一項に記載の組成物。
〔９〕
　前記アニオン性界面活性剤が、（Ｃ８～Ｃ２２）アルキルスルフェート塩、ジ（Ｃ８～
Ｃ１８）スルホスクシネート塩、Ｃ８～Ｃ２２アルキルサルコシネート塩、Ｃ８～Ｃ２２

アルキルラクチレート塩、及びこれらの組み合わせからなる群から選択される、項目１～
８のいずれか一項に記載の組成物。
〔１０〕
　前記アニオン性界面活性剤が、前記組成物の８重量％以下の量で存在する、項目１～９
のいずれか一項に記載の組成物。
〔１１〕
　前記アニオン性界面活性剤が、前記組成物の１重量％超の量で存在する、項目１～１０
のいずれか一項に記載の組成物。
〔１２〕
　前記界面活性剤キャリアが、２３℃で液体である、項目１～１１のいずれか一項に記載
の組成物。
〔１３〕
　前記アニオン性界面活性剤が、１９０℃未満の融点を有する、項目１～１２のいずれか
一項に記載の組成物。
〔１４〕
　前記アニオン性界面活性剤が、１８０℃未満の融点を有する、項目１～１３のいずれか
一項に記載の組成物。
〔１５〕
　前記アニオン性界面活性剤が、１７０℃未満の融点を有する、項目１～１４のいずれか
一項に記載の組成物。
〔１６〕
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　前記界面活性剤キャリアが、ポリアルキレングリコール、多価アルコール、グリセリン
トリグリセリド（glycerin triglcyerides）、クエン酸エステル、脂肪族ジエステル、及
びこれらの組み合わせからなる群から選択される、項目１～１５のいずれか一項に記載の
組成物。
〔１７〕
　前記アニオン性界面活性剤が、５重量％未満の水を含む、項目１～１６のいずれか一項
に記載の組成物。
〔１８〕
　前記界面活性剤キャリアが、５重量％未満の水を含む、項目１～１７のいずれか一項に
記載の組成物。
〔１９〕
　前記アニオン性界面活性剤とは異なり、かつ前記界面活性剤キャリアとも異なる可塑剤
を更に含む、項目１～１８のいずれか一項に記載の組成物。
〔２０〕
　前記脂肪族ポリエステルが半結晶性である、項目１～１９のいずれか一項に記載の組成
物。
〔２１〕
　前記アニオン性界面活性剤が、前記脂肪族ポリエステルの３重量％超の量で存在する、
項目１～２０のいずれか一項に記載の組成物。
〔２２〕
　抗菌性成分を更に含む、項目１～２１のいずれか一項に記載の組成物。
〔２３〕
　前記抗菌性成分が、前記脂肪族ポリエステルの２０重量％超の量で存在する、項目１～
２２のいずれか一項に記載の組成物。
〔２４〕
　前記組成物が生体適合性である、項目１～２３のいずれか一項に記載の組成物。
〔２５〕
　前記組成物が溶融加工可能である、項目１～２４のいずれか一項に記載の組成物。
〔２６〕
　成形ポリマー物品、ポリマーシート、ポリマー繊維、織布ウェブ、不織布ウェブ、多孔
質膜、ポリマーフォーム、加えて層状組成物、例えば、熱積層体又は接着積層体、及びこ
れらの組み合わせから選択される、項目１～２５のいずれか一項に記載の組成物を含む物
品。
〔２７〕
　前記不織布が、スパンボンドウェブ、ブローンマイクロファイバーウェブ、又は水流交
絡ウェブからなる群から選択される、項目１６に記載の物品。
〔２８〕
　項目１、２、３、又は４に記載の組成物を含む外科用ドレープ。
〔２９〕
　項目１、２、３、又は４に記載の組成物を含む外科用ガウン。
〔３０〕
　項目１、２、３、又は４に記載の組成物を含む創傷接触材料。
〔３１〕
　項目１、２、３、又は４に記載の組成物を含むおむつ、又は女性用衛生パッドなどの個
人衛生物品。
〔３２〕
　少なくとも１つの熱可塑性脂肪族ポリエステルを提供する工程と、
　２００℃未満の融点を有する１つ以上のアルキル、アルケニル、アラルキル、又はアル
カリールアニオン性界面活性剤を提供する工程と、
　溶融形態の前記脂肪族ポリエステルを、前記界面活性剤とブレンドする工程とを含む、
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〔３３〕
　界面活性剤キャリアを更に含む、項目３２に記載の方法。
〔３４〕
　前記アニオン性界面活性剤とブレンドした前記脂肪族ポリエステルを押し出す工程を更
に含む、項目３２、又は３３のいずれか一項に記載の方法。
〔３５〕
　前記脂肪族ポリエステルと前記アニオン性界面活性剤とをブレンドする工程が、前記脂
肪族ポリエステル及び前記アニオン性界面活性剤を押し出す工程を含む、項目３２、３３
、又は３４のいずれか一項に記載の方法。
〔３６〕
　追加的な脂肪族ポリエステルを加える後続の工程を更に含む、項目３２、３３、３４、
又は３５のいずれか一項に記載の方法。
〔３７〕
　押し出された組成物を後加熱する工程を更に含む、項目３２、３３、３４、又は３５の
いずれか一項に記載の方法。
〔３８〕
　少なくとも１つの熱可塑性脂肪族ポリエステルを提供する工程であって、当該ポリマー
が溶媒に可溶性又は分散性である工程と、
　１つ以上のアルキル、アルケニル、アラルキル、又はアルカリールアニオン性界面活性
剤を提供する工程と、
　任意により界面活性剤キャリアを提供する工程と、
　前記脂肪族ポリエステルに前記界面活性剤、及び任意に前記界面活性剤キャリアを組み
込む工程と、
　前記組成物をフィルム又はフォームに溶媒流延する工程とを含む、持続性の親水性組成
物の製造方法。
〔３９〕
　少なくとも１つの熱可塑性脂肪族ポリエステルを提供する工程であって、当該ポリマー
が溶媒に可溶性又は分散性である工程と、
　１つ以上のアルキル、アルケニル、アラルキル、又はアルカリールアニオン性界面活性
剤を提供する工程と、
　任意の界面活性剤キャリアを提供する工程と、
　前記脂肪族ポリエステルに前記界面活性剤、及び任意に前記界面活性剤キャリアを組み
込む工程と、
　前記組成物を溶剤紡糸して１つ以上の繊維を形成する工程とを含む、持続性の親水性組
成物の製造方法。
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